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令和６年７月２５日 

国土交通省関東地方整備局 

甲府河川国道事務所 

 

工事発注手続きについて 

～「Ｒ６･Ｒ７国道１３９号本栖精進電線共同溝その３工事」の発注手続きを行います～ 

 

甲府河川国道事務所が発注する「Ｒ６･Ｒ７国道１３９号本栖精進電線共同溝その３工事」

において、不調･不落対策等を試行、採用します。 

 

  

工事発注において予定価格超過や入札参加者がいないことなどを理由として、入札のとりや

めや不調が予想される工事について、不調･不落対策等を試行、採用しています。 

今回発注する「Ｒ６･Ｒ７国道１３９号本栖精進電線共同溝その３工事」については、以下の

とおり不調･不落対策等を試行、採用します。 

 

 

 

【不調･不落対策等】 

１．公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式） 企業実績評価型 

２．競争参加資格の緩和 

３．難工事指定 

４．余裕期間制度（任意着手方式） 

  

※詳細は次頁をご覧下さい。 

 

 

 

 

＜発表記者クラブ＞ 

竹芝記者クラブ 神奈川建設記者会 山梨県政記者クラブ  

＜問い合わせ先＞ 

関東地方整備局 甲府河川国道事務所 

電話：０５５－２５２－５４９１（代表） メールアドレス：ktr-koho-koufu@mlit.go.jp 

副所長（道路）  北田（きただ）  

地域防災調整官  齊藤（さいとう） 
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《工事概要》 

（１）工 事 名：Ｒ６･Ｒ７国道１３９号本栖精進電線共同溝その３工事 

（２）工事場所：山梨県南都留郡富士河口湖町西湖青木ヶ原地先 

（３）工 期：工事の始期から４９５日間 

       （但し、令和６年１１月２２日（工事着手期限）までに工事を開始すること。） 

（４）入札方式：公募型指名競争入札方式 （総合評価落札方式）企業実績評価型 

（５）工事種別：アスファルト舗装工事 Ａ等級又はＢ等級 

（６）工事内容（概要）：舗装版撤去工 １式  開削土工 １式 

            管路工（埋設管路） 約 ３１０ｍ  

            プレキャストボックス工  １式 

            舗装復旧工 １式   排水構造物工 １式 

            仮設工   １式   構造物撤去工 １式 

             

■工事概要図  

 

R６･R７国道１３９号本栖精進電線共同溝その３工事 

 

【平面図】                  【現地状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【管路部標準断面図】             【特殊部標準断面図】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

施工箇所 

至 御殿場市 

至 富士宮市 

至 御殿場市 

至 富士宮市 



《不調･不落対策等》 

 １．公募型指名競争入札方式（総合評価落札方式）企業実績評価型 

競争参加者が少数と見込まれ、技術難易度が比較的低い工事について、試行するもの

です。 

    特徴は次のとおりです。なお、公共工事の実績のない企業でも参加しやすい方式とな

っています。 

    １）競争参加時に配置予定技術者の申請は不要です。 

     （参加要件として配置予定技術者の工事経験の設定はありません。） 

    ２）総合評価における加算点の評価対象は、企業における防災に係る取組姿勢、同種

工事の施工実績、本発注工事に対応する工事種別の手持ち工事量及び賃上げの実

施を加算点としています。 

    ３）過去の工事成績や表彰実績、配置予定技術者の技術力は評価対象としません。 

 

 ２．競争参加資格の緩和 

１）対象等級の拡⼤  

競争参加者数が少数と見込まれることから、対象等級をＡ等級からＡ等級又はＢ等級 

に拡⼤します。 

２）企業に求める施工実績の緩和 

企業に求める施工実績を「交通規制を行った工事」に限定せず、「電線共同溝を施工し

た工事であること」として緩和します。 

 

３．難工事指定 

本工事は、交通量の多い現道上の限られた狭隘な作業ヤード内での作業となり、交通規

制を行いながら施工することから、厳しい安全管理が必要であるため、「難工事」の指定を

実施します。 

「難工事」指定された工事は、完成時に７０点以上の工事成績評定を通知された場合、今

後発注される「難工事施工実績評価対象工事（試行）」の総合評価の評価項目において加点

対象となります。なお、主任（監理）技術者または現場代理人として従事した経験につい

て、審査基準日の月以前の４年間が評価対象となります。 

 

４．余裕期間制度（任意着手方式） 

本工事は、受注者の円滑な工事施工体制の確保を図るため、事前に建設資材、労働者確保

等の準備を行うことができる余裕期間を設定した工事であり、発注者が示した工事着手期限

（令和６年１１月２２日）までの間で、受注者は工事の始期を任意に設定することができま

す。受注者が決定した工事の始期までが余裕期間となります。 

   なお、工事の始期までの余裕期間内は、監理技術者等の配置が不要となります。 
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《スケジュール》  

○入札公告、入札説明書交付        ：令和 ６年 ７月２５日（木） 

○技術資料等の提出期限         ：令和 ６年 ８月 ５日（月） 

○入札書、工事費内訳書の提出期限    ：令和 ６年 ９月１３日（金） 

○開札日                ：令和 ６年 ９月１９日（木） 
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